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○栃木市最低制限価格制度事務処理要綱 

平成２２年４月１日 

告示第２８２号 

改正　平成２３年９月３０日告示第３１７号 

平成２４年３月９日告示第６５号 

（題名改称） 

平成２５年９月９日告示第２９０号 

平成２６年３月１０日告示第１１７号 

平成２７年３月１２日告示第８３号 

平成２８年１０月１２日告示第３７９号 

平成３０年９月１４日告示第３０３号 

令和２年２月１８日告示第５９号 

令和５年１月１０日告示第４号 

令和７年１月９日告示第３号 

（趣旨） 

第１条　この告示は、最低制限価格制度（地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の

１０第２項の規定に基づき、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって有効

な入札をした者のうち最低の価格をもって入札した者を落札者とする制度をいう。）の手続について

必要な事項を定めるものとする。 

（対象となる入札） 

第２条　最低制限価格制度の対象となる入札は、次に掲げる工事又は製造その他についての請負の入札

とする。 

(1)　予定価格が３，０００万円未満の建設工事（以下「建設工事」という。） 

(2)　建設工事関連業務委託のうち別表に掲げる業務の委託（ただし、次条第２項に定めるところに

より最低制限価格を算定することができない業務を除く。以下「建設工事関連業務委託」という。） 

(3)　前号以外の製造の請負及び業務委託（以下「適用業務委託」という。） 

（平２８告示３７９・全改） 

（最低制限価格の設定） 

第３条　建設工事の最低制限価格は、予定価格算定の基礎となった次に掲げる額（１円未満切捨て）の

合計額（ただし、その額が工事価格に１０分の９．２を乗じて得た額を超える場合は１０分の９．２

を乗じて得た額、その額が工事価格に１０分の７．５を乗じて得た額に満たない場合は１０分の７．

５を乗じて得た額）から１万円未満の端数を切り捨てた額に消費税及び地方消費税に相当する額を加

えて得た額とする。 

(1)　直接工事費の額（建築工事及び設備工事はこれに１０分の９を乗じて得た額（１円未満切捨て））
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に１０分の９．７を乗じて得た額 

(2)　共通仮設費の額に１０分の９を乗じて得た額 

(3)　現場管理費の額（建築工事及び設備工事はこれに直接工事費の額に１０分の１を乗じて得た額

（１円未満切捨て）を加えて得た額）に１０分の９を乗じて得た額 

(4)　一般管理費等の額に１０分の６．８を乗じて得た額 

２　建設工事関連業務委託の最低制限価格は、別表に掲げる業務の区分ごとに、それぞれ同表の右欄に

掲げる額から１万円未満の端数を切り捨てた額に消費税及び地方消費税に相当する額を加えて得た

額とする。 

３　適用業務委託の最低制限価格は、消費税及び地方消費税に相当する額を除いた予定価格に１０分の

７を乗じて得た額から１万円未満の端数を切り捨てた額に消費税及び地方消費税に相当する額を加

えて得た額とする。ただし、単価契約による場合は、この限りでない。 

（平２３告示３１７・平２６告示１１７・平２７告示８３・平２８告示３７９・平３０告示３

０３・令２告示５９・令５告示４・一部改正） 

（入札参加者への周知等） 

第４条　予定価格決定者は、最低制限価格を設けたときは、予定価格調書に明記するとともに、入札公

告又は指名通知等にその旨を明記するものとする。 

２　最低制限価格の公表は、入札の執行後に行うものとする。 

（平２４告示６５・平２５告示２９０・一部改正） 

（落札者の決定） 

第５条　入札執行者は、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって有効な入札

をした者のうち、最低の価格をもって入札した者を落札者とするものとする。 

２　最低制限価格を下回る入札をした者は、失格とするものとする。 

（補則） 

第６条　この告示に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附　則 

この告示は、平成２２年４月１日から施行する。 

附　則（平成２３年告示第３１７号） 

この告示は、平成２３年１０月１日から施行する。 

附　則（平成２４年告示第６５号） 

この告示は、平成２４年４月１日から施行する。 

附　則（平成２５年告示第２９０号） 

この告示は、平成２５年１０月１日から施行する。 

附　則（平成２６年告示第１１７号） 

この告示は、平成２６年４月１日から施行する。 
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附　則（平成２７年告示第８３号） 

この告示は、平成２７年４月１日から施行する。 

附　則（平成２８年告示第３７９号） 

この告示は、平成２９年４月１日から施行する。 

附　則（平成３０年告示第３０３号） 

この告示は、平成３０年１１月１日から施行する。 

附　則（令和２年告示第５９号） 

この告示は、令和２年４月１日から施行する。 

附　則（令和５年告示第４号） 

この告示は、令和５年４月１日から施行する。 

附　則（令和７年告示第３号） 

この告示は、令和７年４月１日から施行する。 

別表（第２条、第３条関係） 

（平２８告示３７９・追加、平３０告示３０３・令２告示５９・令５告示４・令７告示３・一

部改正） 

 
業務の区分 額

 
測量業務 予定価格算定の基礎となった次に掲げる額（１円未満切捨て）の合

計額（ただし、その額が業務価格に１０分の８．２を乗じて得た額

を超える場合は１０分の８．２を乗じて得た額、その額が業務価格

に１０分の６を乗じて得た額に満たない場合は１０分の６を乗じて

得た額） 

(1)　直接測量費の額 

(2)　測量調査費の額 

(3)　諸経費の額に１０分の５．５を乗じて得た額

 
建築関係建設コンサルタント業務予定価格算定の基礎となった次に掲げる額（１円未満切捨て）の合

計額（ただし、その額が業務価格に１０分の８．２を乗じて得た額

を超える場合は１０分の８．２を乗じて得た額、その額が業務価格

に１０分の６を乗じて得た額に満たない場合は１０分の６を乗じて

得た額） 

(1)　直接人件費の額 

(2)　特別経費の額 

(3)　技術料等経費の額 

(4)　諸経費の額に１０分の５．５を乗じて得た額
 

土木関係建積算体系が直接人件 予定価格算定の基礎となった次に掲げる額（１円未満切捨て）の合
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設コンサル

タント業務

費、直接経費及び諸経

費によって構成される

もの

計額（ただし、その額が業務価格に１０分の８．２を乗じて得た額

を超える場合は１０分の８．２を乗じて得た額、その額が業務価格

に１０分の６を乗じて得た額に満たない場合は１０分の６を乗じて

得た額） 

(1)　直接人件費の額 

(2)　直接経費の額 

(3)　諸経費の額に１０分の５．５を乗じて得た額

 
積算体系が直接人件

費、直接経費（積上計

上）、その他原価及び

一般管理費等によって

構成されるもの

予定価格算定の基礎となった次に掲げる額（１円未満切捨て）の合

計額（ただし、その額が業務価格に１０分の８．２を乗じて得た額

を超える場合は１０分の８．２を乗じて得た額、その額が業務価格

に１０分の６を乗じて得た額に満たない場合は１０分の６を乗じて

得た額） 

(1)　直接人件費の額 

(2)　直接経費（積上計上）の額 

(3)　その他原価の額に１０分の９を乗じて得た額 

(4)　一般管理費等の額に１０分の５を乗じて得た額

 
地質調査業務 予定価格算定の基礎となった次に掲げる額（１円未満切捨て）の合

計額（ただし、その額が業務価格に１０分の８．５を乗じて得た額

を超える場合は１０分の８．５を乗じて得た額、その額が業務価格

に３分の２を乗じて得た額に満たない場合は３分の２を乗じて得た

額） 

(1)　直接調査費の額 

(2)　間接調査費の額に１０分の９を乗じて得た額 

(3)　解析等調査業務費の額に１０分の８を乗じて得た額 

(4)　諸経費の額に１０分の５を乗じて得た額

 
補償関係コ

ンサルタン

ト業務

積算体系が人件費、直

接経費及び諸経費によ

って構成されるもの

予定価格算定の基礎となった次に掲げる額（１円未満切捨て）の合

計額（ただし、その額が業務価格に１０分の８．２を乗じて得た額

を超える場合は１０分の８．２を乗じて得た額、その額が業務価格

に１０分の６を乗じて得た額に満たない場合は１０分の６を乗じて

得た額） 

(1)　人件費の額 

(2)　直接経費の額 

(3)　諸経費の額に１０分の５．５を乗じて得た額
 

積算体系が直接人件 予定価格算定の基礎となった次に掲げる額（１円未満切捨て）の合
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費、直接経費（積上計

上）、その他原価及び

一般管理費等によって

構成されるもの

計額（ただし、その額が業務価格に１０分の８．２を乗じて得た額

を超える場合は１０分の８．２を乗じて得た額、その額が業務価格

に１０分の６を乗じて得た額に満たない場合は１０分の６を乗じて

得た額） 

(1)　直接人件費の額 

(2)　直接経費（積上計上）の額 

(3)　その他原価の額に１０分の９を乗じて得た額 

(4)　一般管理費等の額に１０分の５を乗じて得た額

 
その他上記

業務に類す

る業務

積算体系が建設工事と

同じもの

予定価格算定の基礎となった次に掲げる額（１円未満切捨て）の合

計額（ただし、その額が業務価格に１０分の９．２を乗じて得た額

を超える場合は１０分の９．２を乗じて得た額、その額が業務価格

に１０分の７．５を乗じて得た額に満たない場合は１０分の７．５

を乗じて得た額） 

(1)　直接工事費の額に１０分の９．７を乗じて得た額 

(2)　共通仮設費の額に１０分の９を乗じて得た額 

(3)　現場管理費の額に１０分の９を乗じて得た額 

(4)　一般管理費等の額に１０分の６．８を乗じて得た額

 
積算体系が建設工事関

連業務委託と同じもの

次に掲げる建設工事関連業務委託の例により算定した額 

(1)　測量業務 

(2)　建築関係建設コンサルタント業務 

(3)　土木関係建設コンサルタント業務 

(4)　地質調査業務 

(5)　補償関係コンサルタント業務


